
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 27 年度予算概算要求における主要事項 

Ⅰ 元気をつくる 

Ⅱ 命をまもる 

 

 ■「地域の元気創造プラン」による地域からの成長戦略 
～自治体を核としたローカル・アベノミクスの強力な推進と税収増に直結する地域経済構造改革への着手～ 

                                                                              47.3 億円 

 ■地方中枢拠点都市圏等の広域連携の推進                                              15.0 億円 

 ■地域の自立促進(地域おこし協力隊の拡充、過疎対策、ＪＥＴの活用など)                 8.1 億円 

 ■地方財政の健全化と自立促進                                                   161,344.0 億円 

 

(1) ICT による地域の活性化                                                          169.0 億円 
■ICT による地域の成長への貢献(農業、医療、教育、防災、交通等)                      39.4 億円 

■Ｇ空間×ＩＣＴの推進                                             22.0 億円 

 ■地域の ICT 基盤整備(ブロードバンド・モバイル・Wi-Fi 等)                          107.5 億円 

(2) 東京大会等での世界最先端 ICT 環境の実現                                     56.5 億円 

■SAQ
2
  JAPAN  Project の推進                                          16.5 億円 

 ■グローバルコミュニケーション計画の推進                                    20.5 億円 

■4K・8K、スマートテレビの利活用推進                                      19.5 億円 

 (3) ICT 共通基盤の実現                                                       459.4 億円 

 ■ビッグデータ・オープンデータの活用                                       31.5 億円 

 ■世界最高レベルの ICT 基盤の実現                                        427.8 億円 

(4) ひと                                                                           55.0 億円 

 ■女性の活躍支援（テレワーク）                                           19.5 億円 

■“データサイエンス”力の向上                                           5.0 億円 

■「異能 vation」プログラム等の推進                                       30.6 億円 

 
 ■復旧･復興の着実な推進                                                              事項要求 

 ■被災地における消防防災体制の充実強化                                          34.1 億円 

 ■ＩＣＴによる復興の推進                                                             29.7 億円 

 

 

 ■緊急消防援助隊、常備消防力の充実強化                                              94.8 億円 

 ■消防団を中核とした地域防災力の充実強化                                            15.2 億円 

 ■ＩＣＴ・Ｇ空間による地方公共団体の防災・危機管理体制の高度化                      11.6 億円 

 ■ドラゴンハイパー・コマンドユニットの充実等                                        10.4 億円 

 ■東京大会等に向けた大都市等の安全・安心対策                                         3.9 億円 

 ■火災予防対策                                                                       1.5 億円 

1．活力ある地域づくりを通じた新しい成長の実現      161,414.4 億円 

2．新たなイノベーションを創出する ICT 成長戦略の推進    739.8 億円 

4．東日本大震災からの復興の着実な推進         63.9 億円＋事項要求 

5．南海トラフ地震・首都直下地震等の災害に備えた 

国民の命を守る消防防災行政の推進                   137.3 億円 

 
 ■国際放送の充実強化                                                        39.6 億円 

 ■ICT、地デジ、４Ｋ・８Ｋ、放送コンテンツ、防災、郵便、行政相談委員制度関係の「パッケージ展開」 75.1 億円 

3．ICT 国際競争力強化、国際展開                   114.7 億円 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 便利なくらしをつくる 

Ⅳ みんなの安心をまもる 

Ⅴ 国の仕組みをつくる 

 
 ■行政のＩＣＴ化の推進                                                           101.0 億円 

 ■個人番号制度の導入、個人番号カードの利活用促進                 326.2 億円＋事項要求 

 
 ■医療・介護・健康、教育、防災、交通、社会インフラ等への ICT の活用            64.2 億円 

6．国民本位の電子行政の実現と番号制度の導入   427.1 億円＋事項要求 

7．ICT による社会的課題の解決と豊かな生活の実現         64.2 億円 

 
■恩給の適切な支給                                                        3,720.3 億円 

 
■サイバーセキュリティの強化                                                        15.2 億円 

■安心･安全なＩＣＴ利用環境の整備                                   169.6 億円 

■放送ネットワークの強靭化                                                         340.1 億円 

■災害情報共有システム（Ｌアラート）の高度化                                    8.0 億円 

 
 ■郵政事業の新たな展開とユニバーサルサービスの確保                                4.0 億円 

8．国民生活の安定･充実                               3,720.3 億円 

9．ICT の安心･安全の確保                               532.9 億円 

10．郵政民営化の着実な推進                              4.0 億円 

 
■公的統計の体系的整備、国勢調査(ビッグチャレンジ)、統計オープンデータの高度化     700.1 億円 

■投票しやすい選挙制度づくりの推進                                                   3.5 億円 

■業務改革の徹底、独立行政法人改革の推進                                             0.4 億円 

■行政の透明化・国民の権利利益の救済の強化                                           2.0 億円 

 ■政策評価と行政事業レビューの連携強化等                                             9.5 億円 

 

 

11．効率的で質の高い行政の実現                        715.4 億円 

 
■税収が安定的で偏在性の小さい地方税体系の構築                               160,971.8 億円 

12．地方分権改革の推進                             160,971.8 億

円 

 
 ■政党交付金                                                                    320.1 億円 

13.その他の主要事項                                   320.1 億円 


